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新潟県選挙管理委員会規程第19号 

市町村選挙管理委員会の報告等に関する規程の一部を改正する規程をここに公布する。 

平成27年11月20日 

新潟県選挙管理委員会委員長  長津 光三郎 

市町村選挙管理委員会の報告等に関する規程の一部を改正する規程 

市町村選挙管理委員会の報告等に関する規程（平成 12 年新潟県選挙管理委員会規程第９号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前の欄中章及び条の表示に下線が引かれた章及び条（以下「削除章等」という｡）を削り、同表の

改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「追加条」という｡）を加える。 

次の表の改正前の欄中別記様式の表示に下線が引かれた別記様式を削る。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び追加条を除く。以下「改正後部分」という｡)に対応

する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（章及び条の表示、削除章等並びに別記様式の表示を除く。以下「改

正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が

存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)を当該改正表に対応する次の表の改

正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改    正    後 改    正    前 

目次 

第１章 （略） 

第２章 公職選挙法に関する報告等（第２条－第16

条） 

第２条 削除 

第３条～第６条 （略） 

第７条 削除 

第８条～第16条 （略） 

第３章 （略） 

第４章 削除 

 

第18条 削除 

第19条 削除 

第20条 削除 

第21条 削除 

第５章 （略） 

第６章 補則（第25条－第27条） 

第25条・第26条 （略） 

第27条 （指定都市に対するこの規程の適用） 

附則 

別記 

目次 

第１章 （略） 

第２章 公職選挙法に関する報告等（第２条－第16

条） 

第２条 （指定投票区の指定等の通知） 

第３条～第６条 （略） 

第７条 （指定在外選挙投票区の指定の通知） 

第８条～第16条 （略） 

第３章 （略） 

第４章 農業委員会委員選挙に関する報告等（第18

条－第21条） 

第18条 （開票区分設等の申出） 

第19条 （選挙人名簿の移送又は引継ぎの報告） 

第20条 （当選等に関する報告） 

第21条 （個人演説会開催施設指定の報告） 

第５章 （略） 

第６章 補則（第25条・第26条） 

第25条・第26条 （略） 

 

附則 

別記 

  

 （指定投票区の指定等の通知） 

第２条 公職選挙法施行令（以下「公選令」という｡)

第26条第２項の規定により指定投票区を指定し、及び

指定関係投票区を定めた旨又は指定投票区の指定を取

り消した旨を通知する場合は、別記第１号様式に準じ

て、指定関係投票区を変更した旨を通知する場合は、

別記第２号様式に準じてしなければならない。 

  

（開票区分設等の申出） 

第３条 市町村委員会が公職選挙法（昭和25年法律第

100号。以下「公選法」という｡)第18条第２項の規定

（開票区分設等の申出） 

第３条 市町村委員会が公職選挙法（以下「公選法」と

いう｡)第18条第２項の規定により市町村の区域を分け
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により市町村の区域を分けて数開票区を設け又は数町

村の区域を合わせて１開票区を設けること及びこれら

を変更することを必要とするときは、別記第３号様式

に準じて申し出るものとする。 

て数開票区を設け又は数町村の区域を合わせて１開票

区を設けること及びこれらを変更することを必要とす

るときは、別記第３号様式に準じて申し出るものとす

る。 

  

（選挙人名簿登録人員数の報告）  
第４条 公職選挙法施行令（昭和25年政令第89号。以

下「公選令」という｡)第22条第１項の規定により選

挙人名簿に登録されている選挙人の数を報告すると

きは、別記第４号様式に準じてしなければならない。 

（選挙人名簿登録人員数の報告） 

第４条 公選令第22条第１項の規定により選挙人名簿に

登録されている選挙人の数を報告するときは、別記第

４号様式に準じてしなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

 （指定在外選挙投票区の指定の通知） 

第７条 公選令第23条の２第２項の規定により指定在外

選挙投票区を指定した旨を通知するときは、別記第７

号様式に準じてしなければならない。 

  

（住民投票を行うべき事由発生の届出） 

第17条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「自治

法」という｡)第85条第１項及び第262条第１項におい

てそれぞれ準用する公選法第120条第１項の規定によ

り住民投票を行うべき事由が生じた旨を届け出る場合

は、第12条の例によってしなければならない。 

（住民投票を行うべき事由発生の届出） 

第17条 地方自治法第85条第１項及び第262条第１項に

おいてそれぞれ準用する公選法第120条第１項の規定

により住民投票を行うべき事由が生じた旨を届け出る

場合は、第12条の例によってしなければならない。 

  

 第４章 農業委員会委員選挙に関する報告等 

  

 （開票区分設等の申出） 

第18条 農業委員会等に関する法律（以下「農法」とい

う｡)第11条において準用する公選法第18条第２項の規

定により農業委員会の委員の選挙について、農業委員

会の区域を分けて数開票区を設けること及びこれを変

更することを必要とする旨を申し出る場合は、第３条

の例によってしなければならない。 

  

 （選挙人名簿の移送又は引継ぎの報告） 

第19条 農令第６条において準用する公選令第19条第３

項の規定により農業委員会委員選挙人名簿の送付又は

引継ぎを受けた旨及び送付又は引継ぎに係る選挙人名

簿に登録されている者の数を報告する場合は、第６条

の例によってしなければならない。 

  

 （当選等に関する報告） 

第20条 農法第11条において準用する公選法第108条第

１項の規定により農業委員会の委員の選挙における当

選等に関する報告をする場合は、第11条の例によって

しなければならない。 
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 （個人演説会開催施設指定の報告） 

第21条 農法第11条において準用する公選法第161条第

３項の規定により個人演説会を開催することができる

施設を指定した旨を報告する場合は、第14条の例によ

ってしなければならない。 

  

（選挙人名簿再調製の報告） 

第22条 漁業法施行令（昭和25年政令第30号。以下「漁

令」という｡)第５条第５項において準用する公選令第

22条第２項の規定により再調製された選挙人名簿に登

録された選挙人の数を報告する場合は、第５条の例に

よってしなければならない。 

（選挙人名簿再調製の報告） 

第22条 漁業法施行令（以下「漁令」という｡)第５条第

５項において準用する公選令第22条第２項の規定によ

り再調製された選挙人名簿に登録された選挙人の数を

報告する場合は、第５条の例によってしなければなら

ない。 

  

（個人演説会開催施設指定の報告） 

第24条 漁業法（昭和24年法律第267号）第94条におい

て準用する公選法第161条第３項の規定により個人演

説会を開催することができる施設を指定した旨を報告

する場合は、第14条の例によってしなければならない。

（個人演説会開催施設指定の報告） 

第24条 漁業法第94条において準用する公選法第161条

第３項の規定により個人演説会を開催することができ

る施設を指定した旨を報告する場合は、第14条の例に

よってしなければならない。 

  

第26条 （略） 第26条 （略） 

  

（指定都市に対するこの規程の適用） 

第27条 自治法第252条の19第１項に規定する指定都市

においては、第11条から第17条まで、第23条及び第24

条の規定を除き、この規程中市の選挙管理委員会に関

する規定は、区の選挙管理委員会に適用する。 

 

  

 第１号様式（第２条関係） 

（略） 

  

 第２号様式（第２条関係） 

（略） 

  

第３号様式（第３条関係） 

（略） 

何市(区)(町)(村)選挙管理委員会委員長 氏名 印

（略） 

公職選挙法第18条第２項の規定により下記のとおり

当市(区)(町)(村)の区域を分けて数開票区を設けられ

るよう((何町(村)の区域と併せて１開票区を設けられ

るよう))((開票区の区域を変更せられるよう))申出し

ます。 

（略） 

（略） 市(区)役所(町

村役場)からの

距離 

 

 

（略） 

第３号様式（第３条関係） 

（略） 

何市(町)(村)選挙管理委員会委員長 氏名 印

（略） 

公職選挙法第18条第２項の規定により下記のとおり

当市(町)(村)の区域を分けて数開票区を設けられるよ

う((何町(村)の区域と併せて１開票区を設けられるよ

う))((開票区の区域を変更せられるよう))申出しま

す。 

（略） 

（略） 
市役所(町村役

場)からの距離 

 

 

（略） 
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第４号様式（第４条関係） 

その１ 

（略） 

市区町村名  

（略） 

（略） 

第４号様式（第４条関係） 

その１ 

（略） 

市町村名  

（略） 

（略） 

その２ 

（略） 

市区町村名  

（略） 

（略） 

その２ 

（略） 

市町村名  

（略） 

（略） 

  

第５号様式（第５条関係） 

（略） 

市区町村名  

（略） 

第５号様式（第５条関係） 

（略） 

市町村名  

（略） 

  

第６号様式（第６条関係） 

（略） 

市区町村名  

（略） 

選挙人名簿の

移送（引継ぎ）

をした市区町

村名及びその

区域 

市区町村名  

  

 

注 「関係投票区名」欄には移送（引継ぎ）をした市

区町村の移送（引継ぎ）に係る投票区名を記載し、

その投票区の全部又は一部の別を付記すること。 

第６号様式（第６条関係） 

（略） 

市町村名  

（略） 

選挙人名簿の

移送（引継ぎ）

をした市町村

名及びその区

域 

市町村名  

  

 

注 「関係投票区名」欄には移送（引継ぎ）をした市

町村の移送（引継ぎ）に係る投票区名を記載し、そ

の投票区の全部又は一部の別を付記すること。 

  

 第７号様式（第７条関係） 

（略） 

  

第８号様式（第８条関係） 

（略） 

市区町村名  

（略） 

注 １ （略） 

２ 「Ｈ」欄には「Ｉ」欄計上分（申請先誤りと

して経由領事官に返送したもので、補正がなさ

れず市区町村選挙管理委員会に再送され、登録

しなかった旨通知した数）を除いて記載するこ

と。 

第８号様式（第８条関係） 

（略） 

市町村名  

（略） 

注 １ （略） 

２ 「Ｈ」欄には「Ｉ」欄計上分（申請先誤りと

して経由領事官に返送したもので、補正がなさ

れず市町村委員会に再送され、登録しなかった

旨通知した数）を除いて記載すること。 
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第９号様式（第９条関係） 

（略） 

市区町村名  

（略） 

第９号様式（第９条関係） 

（略） 

市町村名  

（略） 

  

第10号様式（第10条関係） 

（略） 

市区町村名  

（略） 

在外選挙人名

簿の移送（引

継ぎ）をした

市区町村名及

びその区域 

市区町村名  

  

 

注 「関係区域」欄には移送（引継ぎ）をした市区町

村に係る関係区域を記載し、その区域の全部又は一

部の別を付記すること。 

第10号様式（第10条関係） 

（略） 

市町村名  

（略） 

在外選挙人名

簿の移送（引

継ぎ）をした

市町村名及び

その区域 

市町村名  

  

 

注 「関係区域」欄には移送（引継ぎ）をした市町村

に係る関係区域を記載し、その区域の全部又は一部

の別を付記すること。 

附 則 

 この規程は、公布の日から施行する。 


